
研究開発戦略

価値創造に向けた使命

「混ぜる・作る・考える化学のシナジーにより、世界No.1技術・製品を生み出し続ける」というビジョンのもと、「技術の
染み出しによるイノベーションの実現」「事業本部を横断する技術開発の牽引」「社会を変える長期R&Dの推進」という
3つのミッションを掲げ、研究開発に取り組んでいます。

　パーパス実現のため、適切な市場を見極め、そこに素材レベルで差別化が可能な「勝てる領域」を組み合わせることで市場を広げながら、「作

る化学、混ぜる化学、考える化学」のハイブリッド化と、昭和電工の持つ素材技術と昭和電工マテリアルズのアプリケーション技術によるシナ

ジー創出を中心とした戦い方を実践していきます。

共創型人材の育成
　共創型化学会社を目指す第一歩として、技術者が組織としての統

合を理解し、新たな仲間たちに関する情報を得ながら、環境や社会

の変化に機敏に対応していくことが求められています。

　一方で技術者からは、会社の根幹である技術を支える立場として、

組織の枠組みを超えた新しいネットワークで社会課題の解決に貢献

したいという声が多く上がっています。この自発的な意思を守り育て

るため、共創型人材を育成する取り組みを開始しています。

かがくのわ

　双方の研究開発者が交流できる場として設置された交流会「かが

くのわ」では、気軽に互いを知ることから始まり、技術相談、ひいては

シナジーに結び付くことが期待されています。毎月一回の開催で、

延べ約200名の参加者が交流に参加しており、「サステナビリティ座

談会」や「統計勉強会」など新たな活動も生まれています。

テクノロジーフォーラム

　「研究開発者としてどうありたいか？ どうあるべきか？を研究開発

に関わる全ての人が自ら考え、気付き、行動・思考の変革を起こす」

ことを目標として、同じ気持ちを持つ研究開発者が集まって、ありた

　具体的な実行手段の一つとして、CTO組織が

CSO・CMO組織と連携して両社が保有する技術群、

取り扱う製品群をマッピングしたディメンションマッ

プを作成し、見える化を行っています。これにより、各

部門の従業員がそれぞれの業務において統合により

大きく広がった製品・技術群を効果的に組み合わせ

て顧客への価値創出を図ることが可能となります。

　短期シナジーにおいては、現在、ACF、パワーモ

ジュール、CMPスラリー、熱マネジメントをはじめと

した多数のプロジェクトが動きはじめており、今後も

拡大していく予定です。

R&D戦略方針

社会課題解決に向けた共創型化学会社としての取り組み

　長期ビジョン実現に向けた施策に基づき、2022年は、五つの重

点施策を柱に、2023年の完全統合を見据えた活動を推進します。

一つめは「バーチャル組織での一体運営」です。他部門に先駆けて

組織の垣根を取り払った運営をバーチャルに実践し、機能の実質統

合に着手しています。二つめは「シナジー案件と染み出し技術の推

進」です。2022年は半導体材料や熱マネジメント用材料などにおい

て、両社の技術のシナジー効果による売上増加への貢献を計画して

います。三つめは「DXの深化」です。電子実験ノートや統計解析ソ

フトウェアの全社展開や、マテリアルズ・インフォマティクスプラット

フォーム（MIPF）の構築により、これまでに蓄積されてきたデータを

活用する文化の醸成、またマテリアルズ・インフォマティクス（MI）や

プロセスインフォマティクス（PI）を活用したデジタル技術の深化を促

進します。四つめは「共創の促進」として、社内のシナジーだけでな

く社外とのオープンイノベーションを積極的に活用していきます。最

後に、カーボンニュートラル（CN）実現に向け、長期R&Dと共創の舞
台（ P.57）のテーマ研究活動を推進します。

　これらの積み重ねにより、2030年には、長期的視点の研究開発

活動の深化と、技術の染み出しの範囲拡大により、不断のイノベー

ション実現を牽引する組織となっていることを目指します。

全社知的財産活動
の統括

• �知財戦略の立案、 
ビジネスユニット連携

• �知財・技術情報の 
調査解析

• �知財システム運営、 
管理

コーポレート 
研究開発の実行

• �染み出し 
イノベーションの実現

• �ビジネスユニット間を
またぐ技術開発の牽引

• �計算、分析、評価に 
よるR&D加速

研究開発 
マネジメントの実施

• �技術戦略、 
ポリシー制定、連携

• �R&D生産性向上
• �R&D基盤／ 

制度構築・運営

CTO組織の機能

長期ビジョン実現に向けた施策
• 戦略的リソース配分の実施 
• 業界動向や製品ロードマップを踏まえた技術戦略の策定と実行
• シナジー案件と染み出し技術の推進

• 技術の染み出しによるイノベーションの実現
• 計算科学、AIなどを活用した研究開発活動のDX深化
• 将来の事業創出につながるR&D活動を支援、強化するプラットフォーム構築

• 事業本部を横断する技術開発の牽引
• 共創型化学会社としてオープンイノベーションをはじめとする共創の促進
• 多様な人が集まり、新規パイプラインの創発が促進される舞台の提供

• 長期R&Dと「共創の舞台」のテーマ研究活動を推進
• イノベーションによるサステナビリティ社会の実現
• 安全・コンプライアンスの風土醸成
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 昭和電工主体  昭和電工マテリアルズ主体 *1 AI（Artificial Intelligence）：人工知能　*2 MI（Materials Informatics）：マテリアルズ・インフォマティクス

*1 *2

事業の
育成・創出

昭和電工の技術を昭和電工マテリアルズ
の既存市場に適用するアプローチで 

シナジーを検討

技術融合で染み出し展開

PM：パワーモジュール

い姿に近づくための活動を行っています。もとは昭和電工マテリアル

ズの活動でしたが、この活動は同じ気持ちを持つ昭和電工の技術者

から広く賛同を得て、統合新会社でも継続していくことになりました。

職種や職位にとらわれることなく、誰もが自由意思で参加できる会と

位置づけています。コロナ禍での延期を乗り越え2021年度には両

社の乗り入れ参加を実施しました。2022年からは実行委員会制を

取り、会社の区別なく有志の技術者が自分たちで会を企画・運営し、

実行するというスタイルを取っています。2022年度は67件の発表

と730名の参加がありました。

バーチャル 
技術交流

技術発表会 
相互乗り

交流 理解 共創

昭和電工 
マテリアルズ 

事業
昭和電工

事業 技術

MCL 感光

ACF フィラー

計算CMP

接着

PM

分析

エレクトロニクス　
モビリティ　
次世代市場

染み出し

昭和電工 
マテリアルズ 

事業
昭和電工

事業

融合

昭和電工技術者 約750名

昭和電工マテリアルズ技術者 約1,400名

人材交流（出向）

技術連携マッチング

かがくのわ

テクノロジーフォーラム シナジーWG

融合 オープンイノベーション 
（社外との共創）

開発開発
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研究開発戦略

TOPICS

　計算科学・情報センターは、シミュレーション技術、AI（人工知能）・

MI（マテリアルズ・インフォマティクス）技術を駆使して、昭和電工が

掲げる「考える化学」を牽引しています。シミュレーションにより理論

で裏付けた確度の高い開発方針を提示、また原理を説明することで

顧客信頼の獲得に貢献しています。近年注力してきたAI・MI技術で

は、勘と経験への依存からの脱却と、材料開発の高速化を実現して

きました。当社のMI技術力はグローバルトップ30社に選出*1される

など、世界的プレゼンスを確立しています。

　MI高度化の取り組みの一つとして、量子コンピューティング技術

の導入を進めています。量子コンピューティング技術は組み合わせ

最適化を従来計算機よりも大幅に早く実行できる特徴があり、昭和

電工マテリアルズが強みを持つ「混ぜる化学」へのMI適用において、

多数の素材の組み合わせ最適化をリーズナブルな時間で実行するた

めのカギとなる技術です。そこで当センターでは富士通（株）の量子

インスパイアード技術*2「デジタルアニーラ*3」を導入、MI計算式を

デジタルアニーラ適用のイジングモデル形式に変換するノウハウ獲

得を進めてきました。およそ1050通りの半導体材料の配合を対象と

した検証では、従来品より3割高い性能を持つ最適解に数十秒で到

達し、探索範囲を狭めた従来計算機による最適化と比べても数万倍

速いことを実証しています。

　当センター自身の技術力向上と共に、計算科学技術の“民主化”に

も重点を置き、開発エンジニア自らがシミュレーションやAI・MIを実

行できるシステムの提供やデータサイエンティスト育成などを実施し

ています。データ駆動型開発を行うことで先端材料パートナーとして

求められる機能を創出していきます。
*1 Lux Research社による“Key Players in Materials Informatics”にて選出
*2 �量子効果そのものは利用していないが、量子技術に着想を得た、複雑な計算を高速に 

処理できる技術
*3 �計算量が膨大となる組み合わせ最適化問題を解くことに特化したドメイン指向型（特定

の領域に処理能力を特化）計算機アーキテクチャ（メモリーや演算回路からなるコンピュー
タの基本設計）による情報処理技術（https://www.fujitsu.com/jp/digitalannealer/）

知的財産戦略
　事業戦略・研究開発戦略と知的財産戦略は、

密接な関係にあり、不可分です。各戦略部門が

三位一体となり、緊密でシームレスな情報共有、

戦略共創を行っています。

　統合新会社は知的財産戦略を経営上重要な

戦略の一つであると位置づけており、事業戦略、

研究開発戦略と合わせた共鳴型の戦略を構築し

遂行していきます。また主要事業、重要開発製品

について強固かつ広範な特許網の構築と活用を

常に意識し、当社優位性の確保に努めています。

　統合新会社では、①企画・基盤、②技術・戦略、

③調査・解析、④契約・渉外の4つの機能を知的

財産部内に保有することで、各機能から研究開

発および事業活動を照らし促進する知財活動を

目指していきます。

　当社は、統合新会社の共創型化学会社の思想に合わせた「共創

の舞台*」を横浜市に設置し、この「舞台」で社内外の多様な人々が

集い共創によって新規パイプラインの創発を促進していくための取

り組みを進めています。

　「共創の舞台」では、次世代に貢献する長期R&Dテーマを設定し

て取り組んでおり、また、将来の事業創出につながるR&D活動を支

援・強化する基盤として3つのプラットフォーム（PF）を設置していま

す。加えて、現業の開発支援を担う4センター（材料科学解析、計算

次世代高速通信材料

　6G（Beyond 5G）の時代では、誰もが人間性を十分に発揮でき

る持続可能な社会となり、人／モノ／コトがシームレスにつながりま

す。2030年の将来像からバックキャストして、Beyond 5G以降で、

現行技術（改良）では対応できない無機・有機材料の合成および複

合材開発を一体で進め、2030年代に情報通信分野で世界トップク

ラス技術の創出を目指します。

統合新会社の知的財産戦略：6つの柱

概要

長期R&Dテーマ例

プラスチックリサイクル

　プラスチックリサイクルを取り巻く環境は近年激変し、「プラ-to-プ

ラ」の炭素資源循環リサイクル、特にバージン材同等プラスチックを

再生できる循環型ケミカルリサイクルへの期待が高まっています。社

会を支える基礎化学製品の「原料・製法転換」「炭素資源循環」を目

的に、廃プラスチック-to-オレフィン技術の開発に挑戦します。

科学・情報、プロセスソリューション、化学品管理・評価）もこの「舞

台」で活動しています。

　長期R&Dテーマやプラットフォームに加え、全社の多様な技術をつ

なぐ事業横断的な技術支援機能も担うことで、「共創の舞台」を持続

的社会の実現に貢献する研究開発テーマを創出し推進していく「舞

台」としていきます。さらに地域や海外にも開いた施設とし、オープン

イノベーションなど社外との協働・共創の機能も有して活動します。
* �共創の舞台：統合新会社が目指す「共創型化学会社」の“共創”を実践する“舞台”となる

当該施設の位置づけを明確にするために、施設名称を「融合」から「共創」に改めました。
（2022年5月1日）

作る化学 混ぜる化学 次世代通信材料

サステナビリティ

• �「共創の舞台」発信により社内外の 
サステナビリティマインドを醸成

• �「環境問題が放置されると世界はどうな
るか」をなどを問題提起し、「化学の力」
で課題を解決する道を探索する場を提供

技術データ

• �経験知／暗黙知に立脚したR&Dスタ
イルから“データ駆動型R&D”へと変
革するため、その基盤となる社内外の
技術データベースを創出

コーチ・メンター

• �「共有ビジョン」「前進する構造」「仲間
を増やす」の3つの指針で社内外からさ
まざまな人々が集い、持続発展的な価
値創発の“場”となる風土をつくり出す

“廃プラスチック-to-基礎化学原料化”技術を開発

社内外との共創による長期R&Dの取り組み「共創の舞台」

新事業創出および事業拡大を三位一体で協働する世界有数の知財活用企業へ

事業、R&Dを照らし経営戦略を動かす知財で事業を推進

知財活用
両社の統合によって、より広い
事業範囲でのパテントポート
フォリオ設計が可能となりまし
た。“攻めの知財”を統合知財
部門の方針として掲げ、グロー
バル知財ポジションの優位性を
さらに高めます。

管理システム
独自開発の知財管理システム

（SWIPS）を改良して、両社の
パテントポートフォリオの一体管
理を可能とするSWIPS2を開
発し、統合新会社発足と同時
の運用開始を予定しています。

知財解析／AI
IPランドスケープ機能の統合に
より、R&Dから経営まで幅広
い層への提言が可能となりまし
た。新事業探索への利用も活
発化しています。また特許読解
支援AI（ai-PATおよびai-SRT）
の機能強化を進めています。

社外広報
知財に関わる広報活動を通し
て当 社 技 術 力・知 財 力 のア
ピールを推進しています。今後
も統合シナジーの成果知財を
はじめとした情報をステーク 
ホルダーへ発信していきます。

特許監視
強固な守りの基盤として存在し
ていた特許監視システムおよ
びその運用を改良することで、
事業の状況や特許戦略に合わ
せた最適な監視体制が構築で
きるようになりました。

知財企画
知財活用ワークショップ
ToBiWo*をはじめとした知財
活用施策の共有により、人と人、
情報と人のつながりを強化し、
統合の推進に活用しています。 
* 図形、文字共に登録商標

半導体材料配合の最適化イメージ図

複合材料配合の組み合わせ最適化をスピーディーに実現

原材種

膨大な配合量
組み合わせ数

最
適
配
合
検
索 最適樹脂 

組成提案
変更後

（量子）

従来（古典）
処理時間：数十年

処理時間：
数十秒

プラットフォーム
サステナブルな将来の事業創出につながるR&D活動を支援・強化する基盤を作る

Inorganics Organics

ナフサ

基礎化学原料

エチレン、 
プロピレン、 

BTXなど

廃プラスチック

容器包装 
など

プラスチック

PE、PP、PS 
など 

樹脂製品
CO2

焼却
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マーケティング戦略

価値創造に向けた使命

市場・顧客・地域それぞれの軸で全社の各事業部・営業部門の連携を推進するマーケティング活動を実施していきま
す。また、マーケティング関連業務の効率向上を実現するデジタルツールを構築・運用し、お客さまへの新たな価値提
案・技術体験を通じた共創案件の創出に取り組んでいきます。

　マーケティング組織では、お客さまへの新たな価値提案や技術体

験が最大化できるよう社内連携体制を強化しています。特に地域ア

カウント統括を強化し、お客さまにおける地域特有の困りごとへの理

解を通じて最適なソリューション提供を目指します。また、市場・用途

への理解も深めるために部門横断マーケティングプランの企画、実

行を推進し、部門を超えた価値提供に努めます。

共創を生み出すイノベーションセンタ WEB

　ステークホルダーとの新しい共創のきっかけや関係強化を図る

場として、丸の内オフィスに隣接するパシフィックセンチュリープ

レイス丸の内（29階）にイノベーションセンタを設置しています。

　双方向のコミュニケーションにより新テーマを探索することを

目的としており、当社コア技術の体験型展示も用意し、お客さま

や取引先など、全てのステークホルダーとのイノベーション共創

を目指しています。

ハイブリットの戦い方を具体化する技術 「WelQuick」

　金属・樹脂などの異素材接合技術「WelQuick」の技術コンセプトは

高分子分野の技術者とアルミ分野の技術者の共創から生まれました。

　近年、材料の接合や接着に対して、省エネルギーや人手不足対応

のニーズが高まっており、簡易的かつ短時間で完結する接合・接着

プロセスが求められています。また、材料開発の分野では、樹脂や

金属など特性の異なる材料を併用して軽量化や高強度化を実現す

る“マルチマテリアル化”がキーワードになっています。これらの市場・

顧客ニーズと、当社独自の樹脂や金属の素材技術・界面制御技術

を活かし、異種材料を簡易的かつ強力に接着するフィルムタイプの

接合技術を開発しました。

　昭和電工と昭和電工マテリアルズが統合し自社内で保有する技

術群、取り扱う製品群が幅・深さの両面で大きく広がりました。製

造・開発・営業をはじめとした各部門の従業員がそれぞれの業務に

おいて大きく広がった製品・技術群を効果的に組み合わせて顧客へ

の価値創出を図ることを目的に統合新会社の製品・技術の見える

化に取り組んでいます。

　新型コロナウイルス感染症流行により顧客との直接対話が難しく

なり、デジタルツールを活用したマーケティングの重要度が増してい

ます。ウェブサイトやメールマガジン、SNSなどのデジタルチャネルを

活用したマーケティング活動を、事業部や営業部門の従業員が円滑

に活用してプロモーション活動を進められる体制の構築、新しいマー

ケティングチャネルの開拓をグローバルで進めています。

マーケティングプラットフォームの構築

方針と推進体制

社会課題解決に向けた共創型化学会社としての取り組み

戦略

デジタルマーケティングのキャンペーン事例

日本国内市場向けキャンペーン

• �アルミック缶®：ハイバリア性と加飾

性の両立する食品用包装材料

• �食品包装材料用途に使用されるプ

ラスチックの削減に貢献

• �メールマガジンとウェブサイトの組み合わせで食品業界向けターゲ

ティングプロモーションを実施

欧州市場向けキャンペーン

• �低伝送損失接着フィルム

• �次世代通信基板用途に要求され

る大容量・高速電装化実現に貢献

• �SNSを活用してウェビナー開催告知を実施し大きな反響を獲得

　またCRMシステムの運用、営業部門の利活用推進活動を通して

部門をまたいだ営業・マーケティング活動の情報共有の円滑化、業

務効率の向上にも取り組んでいます。

事例

マーケティング戦略
全社的マーケティング戦略の企画、KPI設定および管理

CMO

Account Management Platform Management

地域アカウント 
企画部

地域アカウント 
統括

イノベーション 
センタ

コーポレート 
マーケティング部

注力市場・染み出し 
領域での部門横断
マーケティング戦略 

企画・実行

自動車／事業開発／ 
電池材料／通信／ 

新市場

全社共通 
マーケティングプラット
フォーム戦略企画・ 

システム運用

デジタルマーケティング／
CRM／テキストマイニン
グ／ディメンションマップ

重点アカウント軸、 
地域軸での成長戦略

の推進体制構築

地域戦略／ 
アカウント戦略

Application Management

イノベーションセンタ（東京都千代田区）

　マーケティング部門では各営業部門と連携して市場での技術トレン

ド、お客さまが抱える技術課題の情報を収集しています。これらの明

確化された市場・顧客ニーズと、見える化された製品・技術を組み合

わせることで、当社の独自性を活かした価値提案の実現を目指して

います。

　「WelQuick」は簡易剥離・再接着が可能であることからリサイク

ル性も実現しており、なおかつVOC不使用など、持続可能な社会の

実現に貢献する製品です。

全社横断的にマーケティング活動をサポートするプラットフォーム

ビジネスオポチュニティーナーチャリングカスタマータッチ データマネジメント

リアル＆ 
デジタルイベント

当社＆ 
外部ウェブサイト

名刺電子化

マーケティング 
クラウド

商談化

クラウド上で情報共有

メールマガジン

ウェビナー

ウェブ閲覧

ウェブ広告

インサイド 
セールス

SNS
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IT／デジタル戦略

価値創造に向けた使命

私たちがグローバル社会の持続可能な発展に貢献し続けるためには、社内外の関係者との共創を通じて新しい価値を
創出し続けることが求められます。私たちは、IT／デジタル技術やデータを高度に、かつ徹底して活用することで、社
内外との業務オペレーションを進化、洗練させていきます。また、要となるデジタル人材の育成を通じて、継続的な業務
改善・変革、競争力向上、あらゆるステークホルダーとの共創、社会的価値創造に貢献していきます。

　当社は、DX基本方針として「業界トップクラスのIT・デジタル活用

により、競争力向上と社会的価値創造に貢献すること」を掲げ、業務

遂行にあたっています。これは、IT・デジタルを徹底的に利活用するこ

とで、イノベーション力・事業開発力、競争力・収益力、人材育成力の

強化につなげ、当社の目指す姿である「世界で戦える会社」「持続可能

なグローバル社会に貢献する会社」「国内の製造業を代表する共創型

人材創出企業」の実現に貢献することを意味しています。

　そのために、①経営判断や業務オペレーションの迅速化、高度化を

実現する業務プロセス変革、②あらゆるビジネス・チェーンをデータで

つなぎ、顧客・社会へ新たな価値を提供するソリューション・ビジネス

モデルを創出するビジネスモデルの変革、③社会と会社に大きな変化

をもたらす革新的なIT・デジタル技術の探索と適用を進めていきます。
　統合新会社では、社会への価値提供を通じて持続的な成長と企

業価値の向上を実現していくことが求められており、その実現にはデ

ジタルの活用が不可欠です。

　デジタル面でのサステナビリティ重要施策としては、デジタルマー

ケティングにより社会・顧客ニーズの抽出を効率化すること、DXに

より社会課題を解決するR＆Dを高速化すること、ビックデータを用

いた知的財産分析を経営戦略に活かすこと、またその他の企業活動

全般において、データ連携によるデータドリブン経営、デジタルサプ

ライチェーン、スマート工場、デジタルセールス、デジタルオフィスな

ど事業活動を支えるためのデジタル基盤の整備・活用の促進が挙げ

られます。これらの実現のためには、最新のIT技術の導入を進める

だけでなく、全体最適の視点で組織全体のデジタル成熟度を向上さ

せていく必要があり、従業員に向けたデジタル環境の提供・教育・ト

レーニングなどの取り組みを継続していきます。

　デジタル成熟度の進捗を図るためのKPIとしては、各部署やチー

ムのデータ管理・分析の成熟度、従業員のデジタルリテラシー向上

の二つの側面から設定していきます。

「T-AI」導入による適正在庫管理の実現

　お客さまからの要求納期に合わせ製品を納めるには、生産能力を

踏まえ、お客さまの要求に応じた製品在庫を確保する必要がある一

方で、過剰に在庫を持つことなく適正な在庫を維持する必要があり

ます。こうしたニーズに対して、過去の在庫・生産・出荷実績データ

をインプットした、ARIMAモデルを用いた「T-AI」の仕掛けを導入し、

需要を予測することで、季節変動性などの需要変動要素も含め、こ

れまで生産計画を立てる担当者の勘・経験に頼っていたところから、

計画精度の向上と生産計画策定工数の低減を実現しました。これに

より、生産計画担当者が、状況変化に応じて生産計画の見直しのサ

イクル・頻度を高めることで、お客さまの要求納期に応えると共に適

正な在庫を維持することに成功しました。

　この仕組みはワニス、アクリレートなどの製品群に適用しています。

　統合新会社として、世界で戦い、顧客を含むさまざまなステークホ

ルダーと共創する企業となるには、IT・デジタルを徹底的に利活用

し、業務プロセス、ルール、データの全てにおいて、抜本的な見直し

を行うデジタル変革を全社一丸となって推進する必要があります。

効率的で競争力のあるセキュアな外部開放性を確保したアーキテク

チャを実装したシステムを、有機的に連携させたモダンなものに刷新

しなければなりません。

　現状では、グループ内の業務プロセスやシステムの標準化、効率

化が不十分です。まず基盤となる業務プロセス・システム・マスタ類

をはじめとするデータを再整備し、強みを伸ばして弱みを改善し、全

体の底上げを図ります。それらと並行して、デジタル人材の育成を進

め、新規ビジネスの創出や既存ビジネスの価値向上と、これまで以

上に顧客との共創を実現するためのDX施策を推進します。

方針と推進体制

サステナビリティ重要課題に対する施策とKPI進捗 社会課題解決に向けた共創型化学会社としての取り組み

長期ビジョン実現への実績とロードマップ

戦略

　併せて、これらを支える、「いつでも」「どこでも」「誰とでも」必要な

情報につながる安全で快適なIT・デジタル基盤を提供し、使いこな

せる人材育成と組織文化の醸成を推進していきます。

CDO

As Is

To Be

IT／デジタル戦略

先端技術探索

ＩＴインフラ

デジタル教育・育成

サイバーリスク管理

ＤＸ推進

ＩＴアプリケーション

データマネジメント

e : ｜Maximum error｜
≒ Safety stock by human planning

Total Stock

Trend wave

Safety 
Stock by 
T-AI

5つの 
オペレーションをIT／ 

デジタルで変革

R&D／製造 
サプライチェーン 

営業・マーケティング 
経営・スタッフ

守
り
の
IT

攻
め
の
デ
ジ
タ
ル

価値共創のリーダー： 
ITとデジタルにより、 
競争力と変化対応力の強化企

業
成
長
へ
の
貢
献
度

DX基本方針に基づいた取り組み方

狙い

T-AIによる需要予測イメージ

T（時間）

　現在、2023年1月の両社統合に向けたシステム・インフラ面での

対応を進めています。2つの企業が統合していく過程で、両社の業

務プロセスを統合・標準化することが重要な課題です。ただ、どちら

かに統合するのではなく、「統合新会社としての“あるべき”業務とは

何か、それを実現するためにIT・デジタルをどう活用すべきか」とい

う、“デジタル変革”を、全社一丸となって考え、実現していくことを最

優先課題として推進します。

　業務基盤を強固にし、デジタル変革を継続して推進し、サプライ

チェーン上のモノの情報、エンジニアリングチェーン上の技術情報に、

サステナビリティに貢献するサーキュラーチェーンを加えた3つのビ

ジネス・チェーンをつなぎ、「化学の力で社会を変える」価値共創活

動のリーダーに当社がなることを、IT・デジタルで支援していきます。

2025-2026
• DX推進活動の定着
• 付加価値創出

2023-2024
• DX推進機能の充実
• CoEとしての人材充足

2022
• DX戦略の具体化
• データ基盤の構築

社会価値の基盤となるデータ蓄積と活用推進
• 改革の土台づくり　• データ基盤の統合　• データガバナンス　• 情報セキュリティ　

オペレーションの磨き込み

新しい顧客価値の提供

デジタル人材育成

業務変革の促進／業務効率化
各階層での判断・意思決定の迅速化・高度化

事業変革の促進　 
チェーンをつなぐことによる価値創出

IT／デジタル戦略で狙う統合新会社の姿

■IT／デジタルを駆使した 
顧客との相互連携により 
オープンなコミュニケーション
を推進

■サプライヤーとの 
協調エコシステム構築

・社内外関係者との“共創”により価値創出をリード
・社内外データを駆使しつつ、セキュアな環境を実現

標準化・体系化され、 
柔軟でシンプルなプロセスを 

IT／デジタルで実現

・内部・外部データの活用
・データ構造化・体系化の徹底
・クラウド前提のモダンなシステム
・高付加価値業務に注力

■オープン ■オープン 
イノベーションの イノベーションの 
活発化活発化

■仮想チームの ■仮想チームの 
構築・運営構築・運営
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気候変動への対応 （TCFDに沿った情報開示・ 
カーボンニュートラルへの挑戦）

基本的な考え方・方針

　当社は、各種製品の製造工程で化石原燃料を使用しており、温室効果ガス（GHG）を排出する一方、省エネルギー・炭素循環に貢献す

る製品も数多く有していることから、気候変動への対応はリスク・機会の両面より重要な経営課題と捉え、2019年5月に「気候関連財務

情報開示タスクフォース」（TCFD）に賛同しました。気候変動が当社に及ぼすリスクと機会を評価し、シナリオ分析の内容を踏まえた取り

組みを通じてレジリエンスを強化すると共に、ステークホルダーとの対話を推進していきます。

ガバナンス・リスク管理
　気候変動を含む、サステナビリティへの取り組みについては、グルー

プCEOが統括し、グループCSOが推進責任を担っています。気候

変動リスクへの対応、その他の社会全体への貢献を志向する戦略に

ついては、機会の側面も重視し、全社横断的なカーボンニュートラル

プロジェクトで議論の上、CEOを含むグループCXO（最高責任者）

が集まるサステナビリティ推進会議で定期的に審議されます。気候

変動関連リスクを含め当社の経営に影響を及ぼす可能性があるリス

ク情報は、全社的に展開するリスク棚卸活動（リスクアセスメント）を

通じて、リスクマネジメントシステムに一元的に登録され、発生頻度

と影響度が共に非常に高いリスク（トップリスク）については、専門委

員会（リスクマネジメント委員会）で審議します。両会議ともに重要事

項は経営会議で審議・決定の上、取締役会に報告されます。

戦略・シナリオ分析
　気候変動が事業に及ぼす影響についてデータセンター（DC）を中心

に検討しました。4℃・2℃の両シナリオにおいて社会のデジタル化の進

展に伴い、DC市場拡大に伴う半導体やハードディスク（HD）の需要拡

大が見込まれます。一方で低炭素化に伴い供給電力の大幅な増大は

期待できず、省エネルギー化に向けた政府の積極的な支援が期待され

ると共に、お客さまからの要求も高まると予想されます。

　DCではCPU、GPU、メモリー、HD、電源などの各構成機器の省エ

ネルギー化が必要となります。半導体は微細化による省エネルギー効

果が大きく、当社のCMPスラリー、高純度エッチングガスが微細化に

貢献できます。一方で、CPU微細化の限界が指摘されている中、半導

体製造の後工程のパッケージの高密度化や配線距離短縮による省エ

ネルギーに資する半導体デバイスの材料開発を加速するコンソーシア

ム「JOINT2」を開始しました。

　さらに、次世代の省エネルギー技術として期待される光エレクトロニ

クス分野における関係企業との連携やHDメディアの高容量化、xEVの

普及推進に後押しされた電源のSiCデバイス化など当社材料への機会

の増大が期待されます。

石油化学、化学品事業を中心としたカーボンニュートラルへの道筋
　ケミカルセグメントでは社会に必要不可欠な製品を提供していますが、製造工程でのGHG排出量は他のセグメントと比較して多いため、石

油化学・化学品事業をカーボンニュートラルへ向けた取り組みの中心となる事業として位置づけています。2030年までは省エネルギー、エネ

ルギー転換を中心とした既存技術の延長線上の取り組みを行います。また、2050年に向けた研究開発強化として「革新的分離剤による低濃
度CO2分離システムの開発」計画がNEDOグリーンイノベーション基金事業に採択されました。 WEB

指標と目標
　統合新会社に向けて2021年に2030年のGHG排出量削減目標を見直し、「2013年度比30％減」を目標としました。低炭素社会実現に

向けた各事業場の中長期計画の見直しや、海外グループ会社の中期目標を設定し、2030年におけるGHG排出量削減目標の達成に向け排

出量の削減とさらなる省エネルギーを推進していきます。また、長期ビジョンでの目指す姿「持続可能なグローバル社会に貢献する会社」とし

て2050年に向け、カーボンニュートラルに挑戦します。

気候関連のリスク・機会と主な対応
　半導体・電子材料のシナリオ分析を含めてリスクと機会を更新しました。半導体・電子材料は、低炭素化へのさらなる取り組みが必要とな

る一方で、当社のコア成長事業であり機会の側面が大きいことを確認しました。

気候関連のリスク・機会と主な対応まとめ（抜粋のため全文はWebを参照ください。） WEB

気候変動による当社への影響 領域 リスク 機会 対応

移行リスク・
機会

(1.5-2℃)

カーボンプライジング（CP）導入による、 
税負担（コスト）の増加

すべての 
事業領域

〇
• �2030年GHG排出量削減目標の見直しとロードマップ策定（ P.63）
• �石油化学、化学品事業におけるカーボンニュートラルへの取り組みの実施（ P.63）
• �GX（グリーントランスフォーメーション）リーグへの参画

消費者の行動・意識変化に伴う、売上の増加・減少 〇 〇 • �低炭素社会のニーズに対する製品拡販、新製品開発、競争力強化
• �共創の舞台（新研究所）での長期研究開発促進（ P.57）

お客さまからの低炭素化に対する取り組みと開示要求の増加 〇 • �LCA（CFP）算定体制の整備（ P.64）、炭素排出量の見える化、削減計画策定

政府による企業の脱炭素への取り組みに対する政策上の支援 〇 〇

• �次世代グリーンパワー半導体用8インチSiCウェハー開発計画 
（NEDO グリーンイノベーション基金事業採択）（ P.44）
• �革新的分離剤による低濃度CO2分離システムの開発計画 
（NEDO グリーンイノベーション基金事業採択）（ P.52）
• �半導体材料グローバルサプライチェーンを強化（経済産業省 海外市場調査等事業費補助金
（インド太平洋地域サプライチェーン強靭化事業）採択）

半導体デバイスの技術革新・低消費電力化への対応
半導体・
電子材料

〇 〇
• �次世代半導体パッケージ実装技術開発のためのコンソーシアム「JOINT2」を 

設立（NEDO ポスト5G情報通信システム基盤強化研究開発事業／先端半導体製造技術の
開発採択）（ P.45）

• �環境適合製品設計アセスメント、低炭素化製品の開発
デジタル化によるデータ処理量増加に伴う製品の省エネルギー
化・次世代パワー半導体需要の増加 〇 〇 • データセンター低消費電力化へのHDメディア研究開発 

• �SiCパワー半導体需要増への対応 
物理リスク・ 
機会（4℃）

洪水による製造拠点の操業停止、設備の修復費用の 
増加による収益減少

すべての 
事業領域 〇 • �各拠点の洪水リスク分析の実施 

• �定期的なリスクの抽出・低減活動、BCP（事業継続計画）の強化 

• �再生可能エネルギーなどCO2フリー電力への切替
• 水力発電設備の活用

GHG排出削減ロードマップ �

• 2030年までは徹底した合理化、高効率化、省エネルギー、ガス燃料への転換（高効率コージェネレーションシステム）を進める。
• 新たなCO2の分離回収・利用技術および持続可能なプラスチックケミカルリサイクル技術の開発を推進する。
• 2030年以降は2050年に向けて、アンモニア・水素への燃料転換・混焼、生産プロセスの電化を積極的に推進する。
• 自社の水力発電を活用することに加え、再生可能エネルギーを活用した製品製造に移行する。
• �革新的なCO2分離・回収技術と回収CO2の化学品原料としての利用、および持続可能なプラスチックケミカルリサイクル技術の実装により 

カーボンニュートラル達成を目指す。

外部購入 
エネルギー 

（Scope2）

電気 
蒸気

自社の 
生産活動に 
伴う排出 

（Scope1）

プロセス

カーボンニュートラルへの挑戦

ケミカルリサイクルの推進・拡大

CO2分離回収・利用 
 
 

CO2分離回収・利用

火力発電 
設備

現在 2050年（カーボンニュートラル）2030年（低炭素化）

ネットゼロ

電化率向上

革新的技術による省エネルギー・ 
高効率化

• 原燃料転換  
• 合理化・高効率化  
• 省エネルギー

2030年目標達成に向けて実行

CO2原料化

外部購入エネルギーへの切替検討

• �省エネルギー、高効率化など、 
使用量の低減 

• �再生可能エネルギー電源への
切替

燃料転換・混焼
（アンモニア・水素利用） 
 

燃料転換
（ガス燃料、 
再生可能エネルギー）

（発生源） 

石油化学・化学品事業におけるロードマップ
全社に占める排出比率が高い大分コンビナート、川崎事業所でのロードマップを策定

大分コンビナート

川崎事業所

当社単独での実現にとどまらず、ステークホルダーとの共創による解決も模索

火力発電設備
低炭素燃料へのシフト

火力発電設備
低炭素燃料／カーボンニュートラル燃料への転換

2050年2030年

省エネルギー 
（原単位向上、収率改善）

原料転換

エネルギー転換 
（カーボンニュートラル燃料化など）

CCUS*

原料転換

エネルギー転換 オレフィン製法転換

カーボンクレジットなど

カーボンクレジットなど

カーボンニュートラルへの道筋
（Kt-CO2）    温室効果ガス

2013

3,851

0

2,000

1,000

3,000

4,000

2021

3,482

20502030

2,696

* CCUS：Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage
数値は昭和電工国内グループ連結+昭和電工マテリアルズ単体のSCOPE1・
2合計

川崎事業所 
改革 その他

ネットゼロ

2013年比2013年比
▲30％▲30％ イノベーションに 

よる新たな技術体系 
により解決

大分コンビ 
ナート改革
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TOPICS

再生可能エネルギー利用による黒鉛電極の製造
　大町事業所では地域共有の資源である水を利用した3か所の水力発電（青木、常盤、広津）を有していま
す。水力発電は、CO2排出量が少なく安定した運転が可能です。2022年4月に、この水力発電以外の買
電分についても、非化石証明付き電力へと切り替えました。マザー工場である大町事業所に続き、欧州に
おいても同様に再生可能エネルギーの利用を進めています。
　また、大町事業所が位置する長野県大町市はSDGｓ未来都市として、2020年7月に長野県の基礎
自治体で初めて国から選定され、SDGｓ共創パートナーシップを育む「水が生まれる信濃おおまち」サ
ステナブル・タウン構想を掲げています。当社は、水力発電で運用する全長36kmに及ぶ水路を地域
の農業・生活用水としても提供すると共に、ビッグデータ活用による発電量の最大化検討なども進め、
地域と共に水のさらなる利活用に取り組んでいきます。
　今後も、再生可能エネルギーの利用にとどまらず、低環境負荷代替燃料転換の検討など、さらなる
温室効果ガス排出抑制に取り組みます。これら一連の取り組みを通じて、当社は環境にやさしいプロ
セスで黒鉛電極をお届けしていきます。

GHG除害装置
　地球温暖化物質の排出抑制に寄与するため、当社は温暖化係数の高いPFC（パーフルオロ化合物）
ガスのGHG除害装置を開発し、国内外合わせて1,200台以上納入しています。PFCガスは半導体の
エッチングなどに使用され、当社も高純度PFC等ガスを生産、販売しています。半導体は社会のさまざ
まな製品に使用されている重要な部品です。製造過程による地球温暖化へのネガティブなインパクト
を可能な限り低減するために、化学メーカーとして、除害効率を向上する触媒やケミカルの基礎開発を
強化しています。さらに、各国の基準に合わせてラインアップの再構築を進めるため、韓国の除害装置
メーカーと共同開発契約を締結しました。同社は燃焼式とプラズマ式の除害装置を商品化するなど、
優れたメカトロニクスやエンジニアリング能力を有していることから、化学分野に強い当社との技術シ
ナジーが期待され、既存装置の改良、コストダウンおよび地産地消体制の強化により地球温暖化抑制
に貢献します。

LCA（CFP）への取り組み
　ライフサイクルアセスメント（LCA）は、製品・サービスのライフサイクル全体、または特定する範囲に
おける環境負荷を定量的に評価する手法です。当社はLCAに関して、これまでの実績・知見を踏まえ、
統合新会社における体制整備・再構築の一環として、LCA評価手法をベースに製品ごとの温室効果ガ
ス排出量算出（カーボンフットプリント（CFP）の算出）の取り組み体制構築を推進しています。LCA評価
事例として、川崎事業所の廃プラスチックを利用したリサイクル技術による温室効果ガス排出量低減の
定量化などを開始しています。加えて、製品だけでなく研究開発段階からLCA評価手法を活用する取
り組みも開始し、2023年から研究開発に対してLCA評価を導入する計画です。これらの取り組みを促
進するため、社外のLCA有識者と技術指導契約を結び、評価手法についてアドバイスを受けています。
また、外部団体のLCAに関する研究会に参画し、具体的な事例研究を通じて社外のLCA有識者や他企
業との連携も進めています。

環境

福島県喜多方市での環境対策について
　事業所敷地内の土壌・地下水調査において、過去の事業に起
因するフッ素などの基準値超過が検出されたため、2020年12月
に福島県に報告し、土壌汚染対策法における要措置区域に指定
されました。2021年から法令に基づき環境対策工事を実施して
います。

新潟水俣病について
　1965年に公式確認された新潟水俣病に関し、昭和電工の排
出物質による阿賀野川汚染により、被害者および周辺地域の
方々には多大なるご迷惑をおかけしました。昭和電工はこの問題
の解決を図るべく、国や地方自治体とも連携を取りながら、公害
健康被害の補償等に関する法律をはじめとする法令などに則り、
今後も誠意を持って対応していきます。

リサイクル

製品ライフサイクル

素材 
製造

部品 
製造回収

廃棄

製品使用

流通

原料
調達

大町事業所の水力発電所（広津）

　当社は、レスポンシブル・ケア（RC）活動（ P.66）の基本方針「製

品の全てのライフサイクルにおいて健康・安全・環境に配慮する」に

基づいて、製品ライフサイクル全体の環境負荷低減を行っています。

化学企業として有害物質や廃棄物・汚染物質の排出を最小限に抑

え、排出事業者責任を全うすることはもちろん、私たちのビジネスが

環境に対して与える影響を適切に評価し、その結果に基づいた環境

保全を図ると共に、カーボンニュートラルなどの社会課題の解決へ貢

献していきます。

　当社は、長期ビジョンで掲げたサステナビリティ重要課題「責任あ

る事業運営による信頼の醸成」の構成要素として、環境に関するさま

ざまな施策に取り組んでいます。地球温暖化、廃棄物、水質汚濁、

大気汚染、土壌汚染、騒音・振動などのさまざまな環境リスクについ

て、サプライチェーン全体での監視体制と実効的な環境リスク管理

体制の整備に取り組み、RCを基本とした環境マネジメントの改善を

行っています。統合新会社では、特に海外における環境管理体制を

強化し、グローバルでの環境保全に取り組みます。

　また、サステナビリティ重要課題のKPIとして以下を設定し、2025

年の目標を定めて、着実に推進していきます。
※ GHG排出（Scope1+Scope2）の実績　 P.25

方針と推進体制

戦略

　環境保全活動の最高責任者はCEOであり、環境保全活動の基本

となるRC方針を定め、社内外に公開しています。事業部・事業所は

RC方針に従って環境保全に取り組み、本社が支援を行っています。

また定期的に開催するRC推進会議および経営会議で、環境管理状

況に関する情報共有とグループ環境保全活動目標が決定され、各事

業所に展開されています。各事業場では、事業所長がRC行動計画

として立案された内容を基に、環境保全管理に関する活動を推進し

ています。

重要項目 2025目標 2021実績

① �温室効果ガス排出量の削減 
（2050年カーボンニュートラル宣言）

② 産業廃棄物埋め立て量の削減
③ 環境事故ゼロ

① �温室効果ガス排出量（2030目標） 
2013年度比30％削減（Scope1+2） 

（連結）
② �発生量の0.5％以下（国内グループ連結）・ 

5.0％以下（海外グループ会社）
③ 環境事故発生件数ゼロ（連結）

① �昭和電工10％減、 昭和電工マテリアルズ0.5％減（2013年度比）
② �産業廃棄物発生量135kt、埋立量472t､ 

最終処分率0.35% 
（昭和電工国内グループ連結+昭和電工マテリアルズ単体）

③ �0件（昭和電工国内グループ連結＋昭和電工マテリアルズ単体） 
情報収集の仕組みを構築予定（グローバル）

産業廃棄物最終処分率
（%）

2017 2018 2019 2020 2021
0

0.5

1.0

1.5

0.39

0.18

0.270.350.320.38

昭和電工国内グループ連結（昭和電工マテリアルズを含まず）　 
昭和電工マテリアルズ単体
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安全・衛生 品質保証

　当社は、安全活動をレスポンシブル・ケア（RC）活動の一環として位

置づけ、RC推進体制の下で進めています。安全活動においては、「安

全は全てに優先する」を基本理念とし、全ての従業員が安全・健康で、

安心して働くことができる職場環境づくりを進めています。

　安全活動の最高責任者はCEOであり、「Bad News Fast」を基

本に、原則隔週で開催される安全会議において、グループの安全に

　当社は、「社会の持続的発展に貢献するグローバルトップレベルの

品質を提供する」との方針の下、統合新会社の品質に関する「しくみ

造り」として、規程類や各種施策の統合を行い、「グローバルでの品

質保証ガバナンス強化」および「全部門が一致協力した継続的改善」

を進めます。また、品質感度の向上を目指し、品質教育の統合および

充実を進め、「組織とこれを構成する人々の成長」を推進します。 

　当社は品質保証における重点実施項目として以下を掲げ、グロー

バルでの取り組みを進めていきます。また、長期ビジョンでのサステ

ナビリティ重要課題のKPIを設定し、取り組みを進めています。

重点実施項目

1.お客さまと社会へ提供する価値の最大化

当社に対するお客さまの評価結果を見える化する。

2.グローバルでの品質保証ガバナンス強化

グローバルで品質マネジメントシステムを確立し、各拠点の活動に反

映されるよう、相互コミュニケーションを活発化させ、各地域や各事業

に応じたガバナンス体制の構築、品質情報共有の仕組みづくりを行う。

　労働災害や設備事故を未然に防止するために、リスクマネジメント

をベースとしたグローバルに適用できるシステムの構築について、

2022年に基本となるグローバル規程を制定し、2025年にはシステ

ム運用を目指しています。具体的には労働安全衛生や設備保全のリ

スクアセスメントの強化、マネジメントシステムの継続的な改善と事

故事例の水平展開による類似災害事故発生防止により、事故災害

リスクの低減を図っていきます。安全活動については、昭和電工、昭

和電工マテリアルズそれぞれの活動の良い点を統合させ、統合新会

社の安全活動の基準を作り、グローバルに展開します。活動に関す

るKPIを設定し、モニタリングと改善を図ります。

方針と推進体制 方針と推進体制

戦略戦略

関する情報は経営陣に共有され、指示事項はグループ全体に展開さ

れています。また、労使においても安全衛生に関する協議の場を全

社規模、事業所規模で設け、会社と労働組合のメンバーが安全衛生

に関するディスカッションや職場のパトロールを行うなど、労使一体

となった安全推進活動に取り組んでいます。

　併せて、これらのシステムや活動を支える安全感度の高い人材を

育成するため、両社の教育体系を統合し、安全に強い人・職場と安

全文化の醸成を図っていきます。また、安全文化の浸透度を測るた

めの安全意識調査を適宜実施し、課題を明確にしながら継続的なシ

ステムの改善を推進していきます。

　また、当社は不休災害を含めた労働災害ゼロと設備災害ゼロを目

標としています。長期ビジョンでのサステナビリティ重要課題のKPI

として、以下を設定し、取り組みを進めていきます。

重要項目 2025目標 2021実績

① �安全文化の醸成
② 労働災害
③ 休業災害度数率
④ 設備事故

① �事故災害ゼロに向けた安全文化の確立 
（グローバル全従業員安全意識調査の実施とその改善）

② 重大労働災害発生件数ゼロ（連結）
③ 0.1以下（連結）（500人の事業所で10年休業災害が発生しない状態）
④ 重大設備事故発生件数ゼロ（連結）

① 埋もれたリスクの抽出と安全対策の推進
② 0件（昭和電工国内グループ連結＋昭和電工マテリアルズ単体）
③ �0.13（昭和電工国内グループ連結+昭和電工マテリアルズ

単体）
④ 0件（昭和電工国内グループ連結＋昭和電工マテリアルズ単体）

重要項目 2025目標 2021実績

① �製品事故ゼロ
② 品質コンプライアンス違反ゼロ
③ プロダクトスチュワードシップ推進

① �製品事故発生件数ゼロ（連結）
② 違反件数ゼロ（連結）
③ 化学品管理のリスク評価*実施率100％（連結）

① 0件（連結）
② 0件（連結）
③ 55％（昭和電工単体）

レスポンシブル・ケアへの取り組み

　レスポンシブル・ケア活動とは、化学製品の開発から製造・物流・

使用・最終消費を経て廃棄に至るライフサイクルにおいて「安全・環

境・健康」を守る化学産業の自主的な取り組みです。化学品を安全・

安心に使っていただくために、製造する化学製品の品質の維持・向

上を図り、対話を進めてステークホルダーの皆さまからの信頼を深め

ることを目指しています。

　当社は「安全は全てに優先する」との考え方のもと、「労働安全衛

生」「気候変動対応を含む環境」「品質・化学品管理」などの分野ごと

に目標を設定し、その達成に向けて取り組んでいます。

「しくみ」を造り、「感度」を磨くことで、品質文化の醸成に努めます。

　最高品質保証責任者（CQO）の下に当社の品質に関する戦略・制

度策定機能、制度マネジメント機能、監視機能、グローバル化推進

機能およびITシステム化推進機能を有する統括組織を置き、事業場

との協働によりPDCA（Plan-Do-Check-Act）サイクルを回すこと

で改善を進めます。

3.全部門が一致協力した継続的改善の推進

① �製品ライフサイクル全般にわたり、製品の品質リスクを評価・維

持・活用する仕組みを構築し、製品安全に関する事故を予防する。

② �クレーム情報から得られる“教訓”を一元管理し、再発防止に役立

てるための仕組みを構築する。

③ �検査記録の自動取り込みなどの品質管理に関係するDXを推進

し、改善に役立てる。

4.組織とこれを構成する人々の成長

違反事例などを交えて、品質コンプライアンスに関する教育を継続

的に実施し、組織全体に誠実なものづくりの文化を醸成する。

TOPICS

　昭和電工は、（一社）日本化学工業協会（日化協）より2021年度JIPS賞大賞を受賞しまし

た。JIPS賞は、化学品管理の自主活動の一つである安全性要約書の公開について、顕著な取

り組みを行った会員企業に対して贈られる賞です。昭和電工は、製造・販売する化学物質に

ついて優先度の高い物質から順次リスク評価を行い、その結果をステークホルダーに公開す

る取り組みを積極的に実施しています。2021年は、30件についてリスク評価結果を記載し

た安全性要約書を作成し、日化協が提供する化学物質リスク評価支援ポータルサイト「JCIA 

BIGDr（ビッグドクター）」に公開しました。

　2022年以降はこの取り組みを統合新会社として推進していくと共に、今後もステークホル

ダー視点での使いやすさを考慮した内容の改善などにも継続的に取り組みます。

従業員休業災害度数率
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昭和電工国内グループ連結（昭和電工マテリアルズを含まず）  
昭和電工マテリアルズ単体

* 優先評価対象物質（当社が2019年に設定した62物質）を対象として安全性要約書（GSS）により評価
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サステナブル調達 コンプライアンス

　当社は、サプライヤーと長期的な信頼関係を築き、共にサステナブ

ルな社会の実現へ貢献するために、調達業務における高い倫理観を

持ち、公正・公明な調達の仕組みを整備し、責任ある調達活動を実

践しています。また、原材料調達から製造・販売・物流に至るサプラ

イチェーン全体でサステナブルな事業活動を実践しています。

　当社は、法令遵守を超えたソフトローベースのコンプライアンスを

経営理念の実現に欠かせない事業継続の原則と考え、各国・地域の

法令・社会規範の遵守はもちろん、正直・公平・誠実を基礎とした倫

理的価値観の浸透を徹底するための体制整備や活動に努めています。

　統合新会社の中長期の取り組みとして、責任ある事業運営による

信頼の醸成を目指し、グローバルコンプライアンススタンダードを導

入し、実行していきます。また、新行動規範の作成、理解と浸透を進

めると共に、企業倫理ホットラインの認知を高め、信頼性を維持し、

組織の自浄作用を向上させていきます。

グループ行動規範

　現在、両社従業員によるプロジェクトとして、統合新会社で働く全

ての従業員が最低限守らなければならない行動、ルールを定める「行

動規範」を検討しています。2022年10月の企業倫理月間に日・英・

中版を発表し、国内外のグループ会社を含めて展開し浸透活動を進

めていきます。また、一人ひとりがこの行動規範をより深く理解し、

　調達活動においては、グローバルな視点で環境・人権・コンプライ

アンスなどの社会的責任を果たすため、サプライヤーに共に取り組ん

でいただきたいことを調達ガイドラインにまとめ、協働で遵守するこ

とでお互いの企業価値向上に取り組んでいます。2022年には、今

まで両社が各々発行していた「CSR調達ガイドライン」を統合新会社

方針と推進体制 方針と推進体制

戦略
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　昭和電工と昭和電工マテリアルズの法人格統合に向けて、最高製

造関係業務・技術責任者（CMEO）体制の下、昭和電工と昭和電工

マテリアルズ両社の調達部門の担当者が組織する購買・物流分科会

において、調達方針・サプライヤー評価基準・調達手続き・調達規程

類などの統一を進めています。また、重要な会議や教育は2021年よ

り共同で開催しています。

として世界で戦う観点で見直しを行い、「サステナブル調達ガイドラ

イン」として発行しました。今後、サプライヤーへの浸透を進めてい
きます。 WEB

　また、長期ビジョンでのサステナビリティ重要課題のKPIとして、以

下を設定し、取り組みを進めていきます。

重要項目 2025目標 2021実績

サプライヤー自己診断票を活用した 
コミュニケーションの質の向上

回答率の向上
基準点以上のサプライヤー比率の向上

統合新会社のサステナブル調達ガイドライン 
策定開始（2022年に策定・周知開始）

重要項目 2025目標 2021実績

① グループ行動規範の浸透
② �グループグローバルコンプライアンス

スタンダードの徹底

① 職場コミュニケーション機会と参加者の増加
② 重大な法令違反件数減少、内部通報件数増加

① 新グループ行動規範の検討開始（2022年策定見込み）
② �グローバルコンプライアンススタンダードの導入検討 

（2022年導入完了、体制構築見込み）

重要項目 2025目標 2021実績

人権 人権デューデリジェンスプロセスと運用体制の確立 人権方針の策定、国内課題の抽出と対応策の検討開始

2021年 昭和電工「サプライヤーCSR自己診断」結果

回答サプライヤー数：327社　総合平均点：65.4点

点数 サプライヤー数（比率） 改善への取り組み

50点以上 239社（73％） 改善を要する項目についての取り組みおよび高得点項目のさらなる充実を依頼

30点以上、50点未満 78社（24％） 改善を要する項目についての取り組みを依頼、昭和電工からの改善施策の提案
※必要に応じて訪問し、双方の取り組みについて意見交換、次回の自己診断において改善状況を確認

30点未満 10社（3％） 改善を要する項目についての取り組みを依頼、昭和電工からの改善施策の提案
※必要に応じて訪問し、早期の改善に向け協議、次回の自己診断において改善状況を確認

　2023年1月の昭和電工と昭和電工マテリアルズの法人格統合を

マイルストーンに、海外を含む全グループ従業員の企業倫理・コンプ

ライアンスに対する意識の定着を図り、その遵守状況を適切にモニ

タリングできるよう、体制と運用の検討を進めています。

日々の業務と社会生活にその内容を反映させ遵守するために、「行

動規範ハンドブック」を作成予定です。そして、企業倫理月間に国内

外のグループ会社を含めて展開し浸透活動を進めていきます。

相談・通報制度「企業倫理ホットライン」

　昭和電工、昭和電工マテリアルズともに、社内外ステークホルダー

からのコンプライアンスに関する相談・通報窓口を設け、秘密の厳守

を徹底し、通報者の不利益にならないよう配慮しながら、適切かつ

迅速に対応しています。重大な事案については、通報から調査・是

正措置および再発防止策までの一連の事項を経営会議および取締

役会に報告します。

人権方針に沿った活動を開始
　当社は2021年に「人権方針」を策定し、全従業員が自らの規準とすることを求め、かつサ

プライヤーを含む全てのビジネスパートナーに対して当該方針の考え方を採用するよう働き

かけています。また、この方針に沿って人権デューデリジェンスを継続・深化しています。

　2021年は国内自社グループの従業員のリスク調査とサステナブル調達のプロセス調査を

重点的に行いました。発見された人権課題に対しては、研修を通じた周知徹底や規程の見直

し、調達プロセスの改善など、状況改善に向けて具体的な取り組みを行っています。

　2022年は高まる地政学リスクや統合新会社としての活動を踏まえ、新たに人権デューデリ

ジェンスの対象を海外グループ従業員や国内外の直接雇用外労働者、サプライチェーンに拡

大し、高リスク領域の特定を開始しました。

取締役会

機能部門、事業部門

苦情処理メカニズム

発生した人権侵害の被害者の救済

開示

特定した人権課題の対策・計画の策定と実行

人権影響評価トラッキングとモニタリング

人権方針のコミットメント

方針の企業全体への浸透

監視監督

連携

人権
デューデリジェンス

2021年の活動

　昭和電工は、全てのサプライヤーに昭和電工の「CSR調達ガイド

ライン」の遵守を求めています。新規サプライヤーは取引開始時に、

主要な既存サプライヤーには3年に一度、「サプライヤーCSR自己診

断」に回答していただき、サステナブル調達への意識啓発を行ってい

ます。また、「CSR訪問」として毎年40社程度のサプライヤーを訪問

し、環境・人権・コンプライアンスなどの取り組みに関するコミュニ

ケーションを図っています。

　この「CSR自己診断」「CSR訪問」の結果を集計し、個々のサプライ

ヤーが全体・業種別平均に対してどのようなレベルであったかを明

示し、改善に向けたアドバイスをまとめたフィードバックレポートを、

診断を実施したサプライヤー全てに送付しています。これらの活動を

サプライヤーのリスク評価における柱とし、原則として全ての購入

品・サービスを対象に取り組んでいます。

　昭和電工マテリアルズでも「サプライチェーンCSR調達ガイドラ

イン」を新規取引開始時に配布し、確認完了報告書の提出を求める

など、サプライヤーへ意識啓発しています。今後は統合新会社とし

て長期ビジョン実現に向けたKPIを掲げ、取り組みを進めていきます。

　また、国土交通省・経済産業省・農林水産省が主導する、物流業

界の労働環境の向上を目指すホワイト物流に賛同して自主行動宣言

を行い、その実現に取り組んでいます。
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リスクマネジメント

価値創造に向けた使命

事業経営に与えるリスクとその影響を明確化し、経営判断を支援することで有限なリソースの適正配分を実現します。

　当社グループはISO31000に準拠したリスクアセスメント、リスク

対応およびレビューのプロセスを定めています。年に一回、課・グ

ループといった現場の140を超える組織単位で、事業活動の潜在リ

スクを含めた網羅的なリスクの洗い出しと評価（リスク棚卸）を実施

しています。リスク棚卸の結果は、事業部・事業所・グループ会社の

拠点単位でトップによるレビューを行い、システム登録されます。登

録されたリスクは、頻度と影響度の重要性により重点リスクとして抽

出されます。リスクマネジメント委員会は、抽出された重点リスクに

おけるリスク対策の方向性や妥当性について審議し、経営会議・取

締役会へ報告します。各拠点のリスク管理部門は、承認された対策

を実行します。同委員会で検討したリスクのうち、戦略リスクは

CSO、CFO、オペレーショナルリスクとハザードリスクについては

CROの管掌のもと、事業部門と連携して対応していきます。CSOの

シナリオプランニング機能、ビジネスインテリジェンス機能の中にリ

スク管理の観点を反映することにより、経営戦略に確実にリスクマネ

ジメントを組み込んでいきます。

　リスクは戦略リスクとオペレーショナルリスク、ハザードリスクに分けることができ、さらに戦略リスクは計画上の前提が変動するリスクと、

策定した戦略が実行されないリスクの二つに分けることができます。企業価値の持続的成長のためには、従来の安全・コンプライアンス重視

の“守りのリスク管理”だけでなく、適切なリスクテイクを促す“攻めのリスク管理”が必要であり、統合新会社としてリスクを総合的に判断し、

経営戦略に反映していきます。

　統合新会社におけるリスクマネジメントのありたい姿に対する現状の姿とのギャップを埋めるために、以下の2点を重要課題として位置づ

け、これらを解決していくことで世界トップクラスのリスクマネジメントを実現します。

　昭和電工と昭和電工マテリアルズは両社のリスクマネジメントシス

テムを比較検討し、両社グループが共通のツールで一元的なリスク

管理を実施することを目指し、2021年に「RSA Archer® Suite*」

を導入しました。

　両社の全社に関わるリスクから重要なものを約3,000件システム

へ登録し、発生頻度と影響度の観点から分類を行い、重要度や優先

リスク管理方針と体制

当社のリスクの定義

サステナビリティ重要課題に対する施策とKPI進捗

リスク棚卸の実践

　各CXO組織はリスク統制部門として管掌するリスクのリスクシナ

リオやリスク対応策を立案し、事業部門は管掌する子会社分を含む

リスク棚卸を行うなど、全社連携してリスクマネジメントを進めます。

リスクマネジメント体制図� 2022年6月30日現在

リスクマネジメント方針・計画の承認 
および活動の監督

リスクマネジメント方針・計画の審議 
および活動の承認

重点リスクの審議

戦略リスクはCSO、CFO、オペレーショナ
ルリスクやハザードリスクはCRO管掌の
下、リスクマネジメントを推進

直面するリスク
経営目標の達成に影響を与えうる不確実性

戦略リスク 
（事業戦略に直接紐づくリスク）

オペレーショナルリスク／ハザードリスク 
（事業戦略に直接紐づかないリスク）

戦略立案リスク
戦略策定時の前提としていた 

事業環境が変化し、経営目標の 
達成に影響するリスク

戦略遂行リスク
策定された戦略の実行が 

阻害されることにより、経営目標の 
達成に影響するリスク

オペレーショナルリスク
内部プロセス・人・システムが 

不適切であること、 
もしくは機能しないリスク

ハザードリスク
外的事象によって損害・危害を受け、 

事業継続を阻害されるリスク

度の高いリスクを洗い出します。発生頻度と影響度が共に非常に高

いリスクについては、トップリスクとして位置づけ、リスク事象や対応

計画を各部門と検討・共有すると共に、経営会議へ報告しました。ま

た、全社管理職以上にシステム上で結果を共有することにより、現場

でのリスク低減につなげています。
* RSA Archer® Suite：RSA Security社が提供するリスク管理システム

リスクの具体例とその対応策

事故・災害
事故災害などで従業員の安全や
生産設備が毀損し、製品供給が
滞る。

対応策
• �安全マネジメントシステムの 

運用徹底
• �社内外の過去の事故・災害を 

解析、教育　など

情報漏えい
機密情報や個人情報の漏えい、サイバー攻撃に
よる社内システムの停止やウェブサイト改ざんな
どが行われる。

対応策
• �情報セキュリティ意識向上に向けた各種教育
• �情報セキュリティインシデントの未然防止対策

の実施
• �インシデント発生時の影響を最小限に抑える

対応　など

サプライチェーンリスク
（自然災害、感染症、環境・人権問題、紛争・貿易摩擦など）

当社製品のサプライチェーンにおいて、地震・洪水などによる
生産設備の毀損や、パンデミックの発生、環境・人権問題の
発生、紛争や貿易摩擦などの発生により、製品供給が滞る。

対応策
• �複数リスクの事前の特定と早期対応準備
• �未然防止のための規則・規定の整備と取引先への浸透
• �重要製品選定とBCP（事業継続計画）マニュアルの整備、 

訓練の実施　など

リスク棚卸により重要リスクを精査
（重要な全社リスクをピックアップして登録）

リスクマップ

共通基準により対象の網羅性が拡張し 
一元的なリスクマネジメントが可能

最
新

の
発

生
頻

度
評

価

最新の影響度評価

約3,000件の 
重要リスクの 
うち、発生頻度
と影響度の分析
により、トップリ
スクを特定

取締役会

経営会議

リスクマネジメント委員会

CXO組織、事業部門事業所、 
グループ会社

昭和電工からの登録リスク

1,136件

昭和電工マテリアルズからの登録リスク

1,812件

登録リスク総件数 

約3,000件

非常に 
高い 107 65 32 25

高 203 157

中 423 321 163 108

低 502 362 166 207

低 中 高 非常に高い

最新の影響度評価： 
非常に高い
最新の発生頻度評価： 
非常に高い
カウント：リスク：25

重要項目 2025目標 2021実績

① �統合的リスクマネジメント体制の 
構築と運営

② �セカンドディフェンスライン*の 
機能強化

① �戦略リスク・オペレーショナルリスク・ハザードリ
スクを含む新統合リスクマネジメント体制の運営

② �リスクアセスメントシステムの活用による 
統制機能を発揮

① �新リスクマネジメントシステムのトライアル導入 
（国内事業への展開開始）

② �両社の統制機能の統合開始（2022年モニタリング機能の 
運用開始見込み）

* �セカンドディフェンスライン：リスクオーナーとしてリスクをコントロールする業務執行各部門（ファーストディフェンスライン）、最終防波堤である内部統制部門（サードディフェンスライン）の
間で、所管するリスクの対応状況を監視し、必要に応じて警告や助言を行うコーポレート部門を指す。
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人材戦略 

価値創造に向けた使命

企業理念であるパーパスとバリューに基づき、社会課題の解決のために、お客さまやさまざまなステークホルダーの皆
さまと、共感・共鳴で自律的につながり、共創を通して、創造的に課題を解決する「共創型人材の創出」「企業文化の醸
成」こそが、人材戦略の根幹であり、当社の価値の源泉であると考えています。従業員一人ひとりが、自分にあったキャ
リアを通して、成長実感を得ることができる組織を目指します。

自律的な共創活動サークル：Dhemical
　昭和電工、昭和電工マテリアルズの統合に先立ち、従業員有志の

活動として、新事業創出や環境整備、風土改革に取り組むチームな

ど12のチームが組成され、現在は両社の20を超える部署から50名

以上のメンバーが自身の興味関心に合ったチームを選び、活動に参

画しています。自らがやりたいことを発信し、部門・世代を超えた仲

間と共に今「必要と思うこと」「やりたいと考えていること」に取り組

み、仕事にやりがいを感じながら自発的に活動を進めることにより、

両社従業員の共創が加速し、エンゲージメントの向上につながって

います。共創型化学会社を目指し、トップマネジメントの行動変革を

起点とする企業文化の醸成を進めるだけではなく、従業員が主体的

に取り組む共創を称賛、動機づけ、上司や同僚が率先してサポート

するような自律性の好循環が生まれる企業風土を構築していきます。

企業文化醸成
• �統合新会社の価値観を議論する従

業員参加型ワークショップの開催
• バリューを策定し、従業員向けに発表
• �両社社長が経営理念に込めた想いを

ビデオメッセージで発信

企業文化の醸成と、自律的、
創造的な共創型人材の育成
を通じ、当社で働いている人
が欲しいと言われるような人
材創出企業を実現すること
です。

2021年 実績 2022年 計画 2030年ゴール―ありたい姿

　昭和電工と昭和電工マテリアルズは、2022年に経営体制を実質

統合しました。一つの目標に向けてグローバル全従業員が一体とな

るために、最も大切にすべき指針は統合新会社として新たに策定し

た企業理念（パーパスとバリュー）です。不確実性の高い時代にあっ

て、従業員一人ひとりが、会社と自分自身の存在意義や志を見失わ

ないようにするために、「パーパス・バリューの自分ごと化」に向けて、

CHRO管掌下にカルチャーコミュニケーション部門を新設しました。

また、企業理念を体現するためには、多様性の確保と、その多様性を

　共創を通して、創造的に課題を解決する「共創型人材の創出」「企

業文化の醸成」に向け、まずはPhase1として新会社の基盤を確立す

ることを目指し、役員および従業員向けに当社独自の共創型コラボ

レーション力強化研修を開催し、前述にある経営理念の浸透、心理

的安全性の確保、アンコンシャスバイアスの排除に取り組みます。ま

た、昭和電工と昭和電工マテリアルズ合同で可視化した次世代リー

ダー候補に対して、経営理念の体現を促すコーチングを取り入れた

選抜型リーダーシップ研修を2022年中に実施します。2023年1月

　2030年を見据えたサステナビリティ重要課題の一つである「自律的・創造的な人材の活躍と文化醸成」を解決するための重要項目として

下記4項目を掲げ、紐づく中期の非財務KPIを検討しています。今後、KPIの確定、施策の実行、進捗確認、そして取締役会による監視監督に

至る一連の全社マネジメントサイクルにのせていきます。

　パーパス・バリューを共通の価値観とする企業文化の醸成にあたっ

ては、多様性を集合知に昇華する「企業文化の基礎」となるプラット

フォームづくりを最優先に取り組みます。具体的には、役員および従業

員の全ての判断基準となるパーパス・バリューの浸透と自分ごと化、徹

底したアンコンシャスバイアスの排除、ダイバーシティの推進施策を行

方針と推進体制

長期ビジョン実現への実績とロードマップ

サステナビリティ重要課題に対する施策とKPI進捗

戦略

集合知にしていくことが必須です。ダイバーシティ＆インクルージョン

部隊も同部に統合し、企業文化の醸成をリードします。さらに、経営

陣が全社最適視点でリーダーを育成するため、次世代のリーダー候

補を可視化し、戦略的なジョブローテーションなどを通じて人材の競

争力を高める体制の強化や、事業部門のトップマネジメントと共に各

事業のさまざまな挑戦と成長を人と組織の側面から可能にする、人

事ビジネスパートナーの体制強化も図っていきます。

い、役職、部門、出身母体などの属性に関わらず、心理的安全性を確

保して建設的な議論ができる組織を構築します。また、経営理念の体

現を国境や組織を超えて称え、刺激し合い、意欲を高める機会として、

2022年から昭和電工と昭和電工マテリアルズ両社で統合したグロー

バルアワード（パーパス・バリューの体現を加速する場）を新設します。

の統合後においては、Phase2としてグローバルで基幹システムを導

入することによる業務プロセスの一層の効率化と、エンゲージメント

サーベイの分析と活用の徹底を通じた従業員エクスペリエンスの向

上を目指していきます。さらにPhase3として、グローバルでガバナン

スとタレントマネジメントを強化し、グループ全体で人事制度や人材

育成、キャリアパスが体系化され、グローバル一体となった組織、人

材マネジメントが運営されている状態を目指します。

企業文化醸成
• �新社長からの手紙を通じた統合の意義の浸透
• �新社長からの期首メッセージ
• �事業所でのタウンホールミーティングの開催
• �経営理念を自分ごと化するオンラインカフェの

実施
• �経営理念の理解を深める浸透ブックの配布
• �経営理念の浸透と組織目標をつなげる部課長

研修と職場ワークショップの開催

タレントマネジメント
• �共創型コラボレーション力

強化研修 
（経営理念の浸透、心理的
安全性の確保、アンコン
シャスバイアスの排除）

• �選抜型リーダーシップ 
研修

パーパスを体現する自律的・創造的な共創型人材が 
成長・活躍できる企業文化の醸成

• パーパスを自身の働く意義へ落とし込み
• バリューの体現と挑戦を称賛するグローバルアワード
• 心理的安全性の確保と個の尊重

経営陣が全社最適視点で将来のリーダーを育成 

• 人材プールの可視化と潜在能力を引き出すアサインメント
• 抜擢やポスティングも含めた戦略的なローテーション
• 突出した強みを持つ人材を活かす多様なキャリアパス

パーパスドリブン タレントマネジメント

バリュー（共通の価値観）

枠を超えるオープンマインド
Open Minds & Open Connections

未来への先見性と高い倫理観　
Solid Vision & Solid Integrity

プロフェッショナルとしての成果へのこだわり
Passionate & Results-Driven

機敏さと柔軟性　
Agile & Flexible

モットー
楽しく、元気に、 

面白く、 
だけど真剣に

仕組みの目的
夢の実現に向けて、 
楽しみややりがいを 
感じながら、仲間と

共に行動する

活動内容
• �自ら考え、仲間と共に夢の

実現に向けて活動する
• �困ったときは自らサポート

部隊に聞きに行く

20を超える部署から、50名以上の
若手・中堅が集結！

開発・研究・知財・企画・調達・人事 etc.

活動を支援する70名以上の
サポート部隊

やってみよう
サポート
するよ

自律的な共創活動サークル

重要項目 2025目標 2021実績
① �経営理念の実践
② タレントマネジメントの強化
③ 人と組織の持続的な成長
④ �ダイバーシティ＆インクルージョン

の深化による人材の活躍、心理的
安全性の確保

① �グローバルアワードにおける共創事例の進化と深化
② �自律的なキャリアの構築に寄与する社内公募の 

成立数の増加
③ �エンゲージメント関連スコアの向上
④ �女性管理職比率の向上による経営幹部の多様性の

向上とインクルーシブな企業文化醸成（国内グループ
連結7%、グローバル連結13%）

① �統合新会社のグローバルアワード（パーパス・バリュー
の体現を加速する場）の設計と始動

② �統合新会社の社内公募の運用設計
③ �統合新会社としての従業員エンゲージメント 

サーベイ始動
④ �女性管理職比率（国内グループ連結4.5%、グローバ

ル連結11.5%）
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取り組みの背景
　統合による効果を最大化するには経営理

念の統一、企業文化の醸成が重要であると考

え、法人格の統合に先立ち2021年12月に

パーパス・バリューを統合新会社の経営理念

として定め、両社の経営理念を統一しました。

統合新会社は、共創型化学会社として「世界

トップクラスの機能性化学メーカー」を目指し

ており、その実現に向けて、従業員一人ひとり

がパーパス・バリューの自分ごと化を進める

必要がありました。一方、昭和電工と昭和電

工マテリアルズは、これまで経営理念と従業

員自身の業務の関連性について考える機会

が少なかったという課題がありました。そこ

で、従業員一人ひとりが、自分の職場の意義

や、自分自身のパーパス・バリューは何かにつ

いて、議論する取り組みを開始しました。

特集

パーパス

従業員の認知・自分ごと化度（2022年2月）

バリュー

24.0% 24.9%

23.3%
26.1%

23.7%
22.7%

17.6% 16.2%

5.6% 4.8%
5.8% 5.2%

9割が認知   

               7割が理解

ロードマップ

パーパス・バリュー浸透への取り組み
　パーパス・バリューの浸透活動は、①認知・理解促

進、②実体化・自分ごと化、③自走・仕組み化、の三

つのフェーズで実施しています。まずは①認知・理解

促進を目的として約2カ月間の徹底した周知活動を

実施しました。具体的な施策として、経営陣から従業

員に向けたパーパス・バリューに関するメッセージの

発信（髙橋CEOから従業員への手紙など）や対話（経

営陣が主催するタウンホールミーティング、ラウンド

テーブルなど）を実施し、その後、②実体化・自分ごと

化を目的に、階層別の研修（部門長研修、部課長研

修など）、部門の垣根を越えた従業員同士の対話を

促すイベント（オンラインカフェ、グローバルアワード

など）を実施しました。その結果、2022年2月に実施

したグローバルを対象とした従業員アンケートでは

パーパス・バリューに対して認知度は約90%、理解

度は約70%であり、フェーズ①において一定の成果

があったと考えています。今後は、②実体化・自分ご

と化③自走・仕組み化に向けたさらなる施策を推進

していきます。

新たな
カルチャーを
創る
2030年のありたい姿
　2030年までにパーパス・バリュー（経営理念）が当社のあらゆる活動のよりどころ

になっていることを目指し、2021年12月からパーパス・バリューの浸透活動を開始し

ました。その達成に向けては、①認知・理解促進、②実体化・自分ごと化、③自走・仕

組み化の3つのプロセスが重要であると考え、会社からのメッセージを従業員に伝え

るのみでなく、従業員一人ひとりが共感し自分ごと化できるようなプロセスを設計し

実践しています。パーパス・バリューの浸透を加速するため、CHRO管掌下にカルチャー

コミュニケーション部門を設置し、当社の全従業員がパーパスの実現に向けてバリュー

を発揮できるように行動変容を促す仕組みを構築していきます。

パーパス／存在意義

化学の力で社会を変える
バリュー／私たちが大切にする価値観

プロフェッショナルとしての成果へのこだわり　
機敏さと柔軟性　

枠を超えるオープンマインド　
未来への先見性と高い倫理観

全く知らない

発表されたことは知っている

読んだ・見た・ 
聞いたことがある

内容を理解している

内容に共感している

内容に共感しており、 
その実現を目指して自身
の業務にあたっている

2021年 2022年 2023年
12月 1月 2月 3月 4月 5～12月 1～12月

経営陣から 
従業員への
メッセージ

階層別研修
（カスケード）

共創への 
アプローチ 
ほか

①認知・理解促進 ②実体化・自分ごと化 ③自走・仕組み化

グローバルアワード2023年

従業員向け 
パーパス・バリュー研修 

ほか

管理職向け研修ほか

経営陣と従業員との対話ほか
タウンホール 
ミーティング

経営陣 
勉強会

期首
訓示

髙橋 
CEO 
からの
手紙

部課長研修部門長研修

浸透ブック 
配布

職場 
ワークショップ

グローバルアワード2022年

パーパス・ 
バリュー 
ポスター 

掲示

理念浸透 
定点 

サーベイ

オンライン 
カフェ
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特集

タウンホールミーティング グローバルミーティング

コラム 未来創造プロジェクト

経営陣と従業員との対話 お客さまの期待・創造を超えるソリューションを提供するための従業員参加型活動

階層別の研修 部門を超えた対話を促すイベント

　2021年12月に経営陣による勉強会を実施し、参加者は管掌部門におけるパーパス・

バリューの捉え方を改めて考え、目指す姿を実現するための自らの行動指針を宣言しまし

た。その後、2022年1月以降のタウンホールミーティングにおいて、パーパス・バリュー

策定の背景や想いについて従業員に説明しました。タウンホールミーティングやラウンド

テーブルでの対話セッションでは、「共創型化学会社の具体的なイメージが知りたい」「失

敗と挑戦を認める文化になることを期待している」などの質問や感想があり、対話セッ

ション終了後も継続的に意見交換できる機会を作ることで、経営陣と従業員の対話の機

会が広がりました。髙橋CEOも国内事業所、グループ会社を積極的に訪問しており、

2022年1月から6月にかけて約30拠点を訪問しました。従業員との対話セッションでは、

パーパス・バリューに関する話題にとどまらず、今後の人材育成についてなど、さまざまな

話題がでました。タウンホールミーティング以外にも、髙橋CEO、染宮CFOは社内ブログを

通じて、今後注力したい施策の説明やプライベートな内容まで幅広い情報を発信しています。

　2021年に開始した未来創造プロジェクト（Future Design Project）では、経営陣と共に世界中の多くの従業員が参画して、統

合新会社の未来に向けての検討を継続しています。2021年は統合新会社で大切にする価値観の議論や社名に関する公募なども

実施し、従業員が考える「統合新会社への期待や想い」の抽出に努めました。また2022年は統合新会社の経営理念の浸透活動や

コーポレートスローガンの開発にも従業員が参画し、想いの詰まった企業像の創出を目指しています。

2021年の取り組み
　昭和電工では個性派企業実現のた

めにCX（CUSTOMER Experience、

顧客体験価値）の最大化を目指すCX

活動を実施し、昭和電工マテリアルズ

では社会やお客さまの期待を超える 

驚 きを 実 現 す る た め にWOW-BB

（Working On Wonders Beyond 

Boundaries）活動を実施してきました。

また、ベストプラクティスを共有、称賛

する場として、昭和電工のCXグローバ

ルアワード、昭和電工マテリアルズの

WOWグローバルアワードを各社で開

催しました。2021年の両社のグロー

バルアワードは選考会を共同で開催し、

ベストプラクティスの共有にとどまらず

両社の人材交流の機会として運営しま

した。

統合チームの受賞
　2021年のグローバルアワードは、両

社の従業員から構成される「統合チー

ム」がいくつも結成され活動しました。

新しい経営理念が策定される前であっ

たものの、両社の経営理念を尊重する

精神や相互理解により活動が活性化し、

「統合チーム」の活動はベストプラクティ

スとして社内で共有されました。金賞お

よびグランプリには、活動内容のブラッ

シュアップを繰り返し目標達成に向けて

数年間にわたり継続している活動や社

内外のステークホルダーを意識した活

動など、全社に広く共有したい15チー

ムが選出されました。4月に開催された

グローバルミーティングでは受賞した

15チームのプレゼンテーションと表彰

式が行われ、世界7カ国から約500名

がオンラインで参加しました。

今後の取り組み
　2022年からは「共創・共感」をコンセ

プトに両社のグローバルアワードは完全

に統合し、グローバルの全従業員が仕

事でバリューを発揮し、パーパス・バ

リューの体現を加速する機会となりま

す。各職場ではパーパス・バリューを踏

まえた行動宣言を策定し、それに基づく

目標と具体的な取り組み内容が活動

テーマとしてアワードに多数エントリー

されました。2022年9月から開催予定

の選考会を通じて、パーパス・バリュー

体現の経験を語り合い、お互いに「共

感」することで良い刺激を受け、その結

果として枠を超えた「共創」を実現し、さ

らにお互いに高め合っていくことを目指

していきます。部門長研修、部課長研修 オンラインカフェ
　2022年2月に各組織の部門長を対象にした研修（部門

長研修）を実施しました。研修では、部門長がパーパス・バ

リューについて、策定背景と内容の理解を深めて自分ごと

化し、管掌部門のメンバーに向けて自らの言葉でパーパ

ス・バリューを語れる状態を作ることを目的に、グループ

ワークやロールプレイングを行いました。その後、各部門

長は、管掌する部課長を対象にした研修を主催し、どのよ

うな組織を目指すのか、そのために自らの行動をどのよう

に変えていくかについて、パーパス・バリューと関連付けて

説明しました。研修を受けた部課長は自職場でのワーク

ショップを開催し、バリューを体現した過去のエピソードを

参加者で共有し、自部門がどのような組織を目指すのか、

そのために自部門の行動を今後どのように変容していくか

について議論し、一緒に目指す姿を作成しました。

　2022年2月から3月にか

けて、昭和電工、昭和電工マ

テリアルズの従業員を対象に

したオンラインカフェを実施

しました。オンラインカフェ

は、参加者のパーパス・バリューへの理解、両社グループの相互理

解を目的に、日本語・英語・中国語で計10回のセッションを実施し、

約2,400名の従業員が参加しました。冒頭、経営陣がパーパス・

バリューや統合新会社のありたい姿について説明し、その後、参加

者は3~4名のグループに分かれて「パーパス・バリューを実践した

先にある『2030年の統合新会社』」というテーマで、それぞれが考

える未来の統合新会社の魅力について意見を交換しました。各回

で活発な意見交換があり、対話テーマに関する議論にとどまらず、

仕事や会社に対して感じている課題や挑戦したいことについての

議論もありました。

昭和電工マテリアルズ 情報通信事業部  
情報通信開発センタ 実装材料開発部　中村 奏美

昭和電工マテリアルズ 下館事業所（五所宮）　チーム「ボディデップ」

昭和電工 基礎化学品事業部 事業部長　原 聡

バリューは、それぞれの解釈を表明し合
い、認め合うことが大切だと思いました！

私たちは脱炭素社会への貢献に向け、自動車外装部品の圧倒的軽量化に 
挑戦しました。独自材の開発により、従来比で45%の軽量化と材料使用量の 
削減を可能としました。他のチームもそれぞれの目標達成に向けて活動し、
素晴らしい成果を上げており、こうした活動は統合新会社のパーパス実現を目指した
バリュー実践を体現していると感じました。

自分たちの事業部、組織に置き 
換えて今後何をすべきか理解が 
深まりました。また、部課長研修は 
部課長の想いや考えを共有することが 
できる貴重な機会でした。

現状を変えるという 
強い熱意が感じられ、 

直接会話できてよかった！

人材育成の仕組みを 
変えるという 

強い意思を感じました！

昭和電工 塩尻事業所での様子

参加者の声

参加者の声

参加者の声

世界7カ国から 

約500名が 

オンラインで

参加

参加者の声

発表の様子 
（昭和電工 情報電子化学品事業部 

ガス開発チーム）
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